
                                                        

 

島根県緑の青年就業準備給付金事業実施要領 

 

平成 25 年７月１日林第 493 号 

             一部改正 平成 31 年３月 15 日林第 1174 号 

一部改正 令和 2 年 4 月 1 日林第 120 号 

                     一部改正 令和 3 年 4 月 1 日林第 47 号 

                     一部改正 令和 4 年 4 月１日林第 93 号 

                     一部改正 令和 6 年 4 月 1 日林第 63 号 

 

第１ 趣旨 

   戦後に植林した森林が本格的な利用期を迎え、伐採等の作業量の増加が見込まれる

一方で、林業従事者は長期的に減少傾向にあり、林業生産活動を継続させていくため

には、林業従事者の確保・育成が必要である。  

このため、本事業は、林業への就業に向け、必要な知識の習得等を行い、将来的に

は林業経営をも担いうる有望な人材として期待される青年に対し、緑の青年就業準備

給付金（以下「給付金」という。）を給付することにより、林業への就業希望者の裾

野拡大を図るとともに、給付金を活用した青年が林業分野へ就業し、習得した知識等

を活用し就業先で活躍することにより、林業経営体等の経営が活性化され、もって林

業の持続的かつ健全な発展を図るものである。 
    緑の青年就業準備給付金事業実施要領、林業関係事業費補助金等交付要綱（昭和47

年８月11日付け47林野政第640号農林水産事務次官依命通知。以下「林業関係交付要綱」

という。）及び補助金等交付規則（昭和３２年５月３１日島根県規則第３２号。以下

「県規則」という。）によるほか、この要領に定めるところによるものとする。本事

業の具体的な内容及び事業実施主体は次のとおりとする。 

 

第２ 事業の内容等 

１ 給付金事業 

林業への就業に向けて、島根県立農林大学校（以下、農林大学校という。）にお

いて研修を受ける者に対して給付金を給付する事業 

２ 給付対象者 

島根県立農林大学校の学生 

 

第３ 給付金の給付要件等 

県は、以下に定めるところにより、予算の範囲内で給付金を給付する。 

 １ 給付対象者の要件 

給付対象者の要件は次に掲げるとおりとする。 

（１） 林業への就業予定時の年齢が、原則 45 歳未満であり、林業へ就業し、将来的

にはその中核を担うことについての強い意欲を有していること。 

     ただし、就職氷河期世代（平成５年～平成16年に学校卒業期を迎えた世代）に



                                                        

属する者のうち、研修開始の前年度に「正規雇用を希望していながら不本意に非

正規雇用で働く者」、「就業を希望しながら様々な事情により求職活動をしてい

ない長期無業者」に限っては、就業予定時の年齢を問わない。 

（２） 第４第１項の研修計画（別紙様式第１号）が次に掲げる基準に適合している

こと。 

ア 林業への就業に向けて必要な技術等を習得できる研修機関である農林大学校

で研修を受けること。 

イ 島根県立農林大学校が定める教育計画（シラバス）に従い、研修期間を通し

て林業への就業に必要な技術や知識を研修すること。 

（３） 常用雇用の雇用契約を締結していないこと。 

（４） 原則として生活費の確保を目的とした国、県の他の事業による給付等を受け

ていないこと。 

（５） 過去に本事業で給付金の給付を受けていないこと。 

２ 給付金額及び給付期間 

給付金の額は、１人当たり年間 1,420,833 円以内とする。また、給付期間は最長

２年間とする。 

 ３ 給付金の給付停止 

次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は県は給付金の給付を停止する。 

（１） 第 1 項の要件を満たさなくなった場合。 

（２） 研修を途中で中止した場合。 

（３） 研修を途中で休止した場合。 

（４） 第４第４項の報告を行わなかった場合。 

（５） 第５第４項の研修実施状況の現地確認等により、適切な研修を行っていない

と県が判断した場合（例：研修を実施していない場合、知識の習得等をする努

力をしていない場合など）。 

４ 給付金の返還 

次に掲げる事項に該当する場合には、給付金の給付を受けた者（以下「受給者」

という。）は給付金の一部又は全部を返還しなければならない。ただし、病気や災

害等のやむを得ない事情として県が認めた場合（イの（カ）に該当する場合を除く。）

はこの限りでない。 

（１） 一部返還 

ア 既に給付した給付金の対象期間中において第３項の（１）から（３）までに

掲げる要件のいずれかに該当した場合は、残りの対象期間の月数分（当該要件

に該当した月を含む。）の給付金を月単位で返還する。 

イ 第３項の（４）に該当した場合は、当該報告に係る対象期間の給付金を返還

する。 

（２） 全額返還 

ア 給者から中止届又は休止届が提出され、その理由がやむを得ないと認められ 

ない場合。 

イ 第３項の（５）に掲げる要件に該当した場合。 



                                                        

ウ 研修（第４第７項の（２）の継続研修を含む。）終了後１年以内に原則 45

歳未満で林業分野への就業（林業事業体等で常用雇用の雇用契約を締結して労

働することをいう。以下同じ。）をしなかった場合。 

     ただし、第１項の（１）のただし書に該当する者については、就業予定時の年

齢を問わない。 

エ 林業分野への就業を給付期間の1.5 倍又は２年間のいずれか長い期間継続し

ない場合。 

オ 第４第７項に係る報告を適切に行わなかった場合。 

カ 虚偽の申請等を行った場合。 

 

第４ 給付対象者の手続 

１ 研修計画の承認申請 

給付金の給付を受けようとする者は、研修計画（別紙様式第１号）を作成し、県

に承認申請する。 

２ 研修計画の変更申請 

前項の申請の承認を受けた者は、研修計画を変更する場合は、計画の変更を申請

する（研修期間の変更を要しない研修内容の追加や月毎の研修内容の順番の入替え

等の軽微な変更の場合を除く。）。 

３ 給付申請 

（１） 第 1 項の申請の承認を受けた者は、給付申請書（別紙様式第２号）を作成し、

県に給付金の給付を申請する。給付申請は、給付対象期間より前に半年分まで

をまとめて行うことを基本とする。 

ただし、やむを得ない事由により、給付対象期間より前に給付申請をするこ

とができない場合は、原則として、給付対象期間の最初の日から半年以内に行

うものとし、その期間内に給付申請をしなかった場合は、その期間に係る給付

金は給付されない。 

（２） 給付申請の対象となる研修は、平成 25 年４月以降に実施する研修とする。 

４ 研修状況報告 

受給者は、研修状況報告書（別紙様式第３号）を県に提出する。提出は半年ごと

に行い、報告対象期間経過後、１か月以内に行う。 

５ 給付の中止 

受給者は、研修を中止する場合は県に中止届（別紙様式第４号）を提出する。ま

た、第３第４項に定めるところにより、給付金の一部又は全部を返還する。 

６ 給付の休止 

（１） 研修休止届 

受給者は、病気などのやむを得ない理由により研修を休止する場合は県に休

止届（別紙様式第５号）を提出する。また、第３第４項に定めるところにより、

給付金の一部又は全部を返還する。 

（２） 研修再開届 

（１）の休止届を提出した受給者が研修を再開する場合は研修再開届（別紙様



                                                        

式第６号）を提出する。 

７ 研修終了後の報告等 

（１） 就業状況報告 

受給者は、研修終了後５年間、毎年７月末及び１月末までにその直前の６か

月間の就業状況報告（別紙様式第７号）を県に提出する。 

（２） 継続研修 

ア 継続研修計画の承認申請等 

研修終了後、引き続き受給対象となった研修に準ずる研修（以下「継続研修」

という。）を実施する場合は、継続研修計画（別紙様式第８号）を作成し、県

に承認申請するとともに、継続研修開始後１か月以内に継続研修届（別紙様式

第９号）を県に提出する。継続研修は研修終了後原則として１か月以内に開始

するものとし、その期間は原則として２年以内とする。 

イ 継続研修の変更申請 

継続研修計画を変更する場合は、第２項の規定に準ずるものとする。 

ウ 全額返還規定の取扱い 

継続研修を行う場合における第３第４項の（２）のウの規定の適用について

は、同規定中の研修終了後１年以内とあるのは継続研修の終了後１年以内とす

る。 

エ 継続研修状況報告等 

継続研修の期間中は第４項の規定に準じて、県に研修の実施状況の報告を行

うとともに、継続研修終了後についても（１）の規定に基づき、就業状況報告

を県に提出しなければならない。また、継続研修を中止する場合は、第５項の

規定に準ずるものとする。 

（３） 住所変更報告 

受給者は、研修（継続研修を含む。（４）において同じ。）期間内及び就業

状況報告の対象期間内に居住地を転居した場合は、転居後１か月以内に住所変

更届（別紙様式第 10 号）を県に提出する。 

（４） 就業報告 

受給者は、研修終了後、林業分野へ就業した場合は、就業後１か月以内に就

業報告（別紙様式第 11 号）を県に提出する。 

８ 返還免除 

受給者は、第３第４項の病気や災害等のやむを得ない事情に該当する場合は返還

免除申請書（別紙様式第 12 号）を県に申請する。 

９ 申請窓口 

（１） 島根県農林水産部林業課とする。 

（２） 受給者の就業地が既に決まっている場合、島根県と、就業予定地の都道府県

の事業実施主体が調整の上、就業予定地の都道府県の事業実施主体から給付を

受けることができる。 

 

第５ 県の手続等 



                                                        

１ 研修計画の承認 

県は、給付金の給付を受けようとする者から研修計画の申請があった場合には、

研修計画の内容について審査する。 

審査の結果、第３第１項の要件を満たし、給付金を給付して研修の実施を支援す

る必要があると認めた場合は、予算の範囲内で研修計画を承認し、審査の結果を申

請した者に通知する。 

なお、審査に当たっては、必要に応じて、関係者で面接等を行うものとする。 

２ 研修計画の変更の承認 

県は、研修計画の変更申請があった場合は、前項の手続に準じて、承認する。 

３ 給付金の給付 

給付金の給付申請を受けた県は、申請の内容が適当であると認めた場合は給付金

を給付する。給付金の給付は、給付対象期間より前に半年分までをまとめて行うこ

とを基本とする。 

４ 研修実施状況の確認 

研修状況報告を受けた県は、農林大学校等と協力し、研修計画に即して必要な知

識の習得等ができているかどうか研修の実施状況を以下の方法により確認し、必要

な場合には農林大学校等と連携して適切な指導を行う。 

（１） 給付対象者への面談 

ア 知識の習得状況 

イ 林業への就業に向けた準備状況 

（２） 指導者への面談 

ア 知識の習得状況 

イ 林業への就業に向けた準備状況 

（３） 書類確認 

ア 成績表（教育機関で研修を受ける場合） 

イ 出席状況 

５ 継続研修計画の承認 

第４第７項の（２）のア及びイの定めるところにより、継続研修計画の提出を受

けた県は、第１項及び第２項の手順に準じて承認する。 

ただし、この場合、「第３第１項の要件」を「第３第１項の（１）及び（２）又

はこれらに準ずる要件」と読み替えるものとする。 

６ 就業状況の確認 

就業状況報告を受けた県は、当該受給者の就業状況を確認する。確認は、出勤簿、

作業日誌等により就業状況を確認するとともに、必要に応じて、関係者で作業現場

の確認、面接等を行うこととし、必要がある場合は適切な指導を行う。また、島根

県外の都道府県に就業した者については、就業先の都道府県と協力し、確認する。 

７ 給付の中止 

県は、受給者が第３第３項の（１）、（２）、（４）又は（５）に掲げる要件の

いずれかに該当する場合は、給付金の給付を中止するとともに、第３第４項に定め

るところにより、給付金の一部又は全部を返還させるものとする。 



                                                        

８ 給付の休止 

（１） 研修休止届 

県は、受給者から休止届の提出があり、やむを得ないと認められる場合は、

給付金の給付を休止する。なお、やむを得ないと認められない場合は給付金の

給付を中止するとともに、第３第４項に定めるところにより、給付金の一部又

は全部を返還させるものとする。 

（２） 研修再開届 

 県は、受給者から研修再開届の提出があり、適切に研修を再開することがで

きると認められる場合は、給付金の給付を再開する。 

９ 返還免除 

県は、受給者から提出された返還免除申請書の申請内容が妥当と認められる場合

は給付金の返還を免除することができる。 

10 申請窓口 

（１） 島根県農林水産部林業課とする。 

（２） 受給者の就業地が既に決まっている場合、島根県と就業予定地の都道府県の

事業実施主体が調整の上、就業予定地の都道府県の事業実施主体から給付する

ことができる。 

 

第６ 実績報告 

 事業実績報告の作成 

県は、農林大学校等と連携し、給付対象者の研修計画の進捗状況、達成状況の

評価を行い、事業実施年度における実績報告書を作成する。 

 

第７ その他 

 県は、本事業が適切に実施されたかどうか及び本事業の効果を確認するため、農

林大学校、本事業に関係する機関及び給付対象者に対し、必要な事項の報告の徴収

又は現地への立入調査を行うことができる。 


